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　個人農業で積み立てた農業経営基盤強化準備金は、
法人に引き継ぐことができません。このため、農業経
営基盤強化準備金の残高がある状態で法人化すると、
準備金を全額取り崩さなければならず、取崩益に課税
されて税負担が重くなります。このため、積み立てた
農業経営基盤強化準備金は、圧縮記帳で取り崩してか
ら法人化するのが得策です。
　農業経営基盤強化準備金制度で圧縮記帳をして帳簿
価額がゼロになった特定農業用機械等については、法

人に無償で貸し付けます。かりに無償で譲渡すると低
額譲渡の規定によって、時価で譲渡したものとみなさ
れて譲渡所得税が課税されるからです。一方、無償で
貸し付けると減価償却費が個人の必要経費にならず、
税務上は不利になりますが、帳簿価額がゼロの場合に
は、減価償却費がないため不利になりません。圧縮記
帳をしても帳簿価額がゼロにならなかった特定農業用
機械等については、時価の 2分の 1以上の価格で法人
に譲渡すると良いでしょう。

　家族経営など個人事業を法人化する場合において、
補助事業により取得した農業機械・施設については、
補助条件を承継し、残存簿価のうち自己負担分（残存
簿価×自己負担率）以下の価格で譲渡すれば補助金返
還は不要です。「農業経営の法人化の推進を図るため
に、早急な財産処分が不可欠となっているもの」につ
いては、「利用困難財産処分承認申請書」により、財産
処分の承認を申請します。
　「利用困難財産」については、補助条件を承継する場
合、次の①または②のいずれか低い金額を国庫納付す
ることになっています。
　①　譲渡契約額に国庫補助率を乗じた金額
　②　�残存価額または時価評価額のいずれか高い金額

に補助事業実施主体の負担割合を乗じた額を譲
渡契約額から差し引いた金額

（譲渡契約額－{残存簿価or時価評価額×補助事業実
施主体の負担割合（1－国庫補助率）}

　残存簿価は圧縮記帳前の帳簿価額になりますので、
残存簿価×（1－国庫補助率）は圧縮記帳後の帳簿価額
に等しくなります。このため、圧縮記帳後の帳簿価額
で譲渡すれば、国庫納付、すなわち補助金返還額はゼ
ロになります。補助金返還が不要となる場合には、圧
縮記帳後の帳簿価額で譲渡するのが一番です。圧縮記
帳後の帳簿価額で譲渡する場合に、資産を譲り受けた
法人において発生する受贈益については、法人におい
て農業経営基盤強化準備金を損金算入することによっ
て、納税負担を実質的には回避することができます。
　ただし、圧縮記帳後の帳簿価額よりも時価の 2分の
1の方が上回る場合は、圧縮記帳後の帳簿価額で譲渡

した場合に低額譲渡として、時価で譲渡したものとみ
なされて、譲渡した個人の側に譲渡所得税が課税され
ます。この場合の時価とは、建物・構築物は、流通価
格が存在しないため、圧縮記帳前の取得価額に基づく
理論上の残存簿価（構築物については定率法を適用）を
用いることになります。
　補助金返還の問題や低額譲渡による譲渡所得税のみ
なし課税の問題があって、補助事業資産の有償譲渡が
できない場合には、当面の間、補助事業資産を無償で
貸し付ける方法が考えられます。無償で貸し付ける方
法は、会計処理が不要なため簡便な方法です。しかし、
無償で貸し付ける行為は事業と言えないため、個人に
おいて固定資産税などの必要経費が認められません。
　また、法人は、損金算入できる経費がないため、結
果的には課税所得が増えることになります。
　なお、有償貸付けを行なった場合には、従来と同様
に補助金返還の必要があることになります。ただし、
20 年 5 月通知では、「遊休期間内の一時貸付け」とい
う限定があるものの、有償で貸し付ける場合において、
本来の補助目的の遂行に影響を及ぼさないことを条件
に、貸付けにより生ずる収益に国庫補助率を乗じた金
額を国庫納付することで、補助事業資産の処分の承認
を受けることができることとされています。ここで言
う「収益」とは、貸付けによる収入から管理費その他
の貸付けに要する費用を差し引いた額とされています
が、仮に、この場合の「管理費」に減価償却費が含ま
れると解釈できるのであれば、減価償却費相当額の賃
貸料で一時貸付けした場合、貸付けによる収益は生じ
ないことになり、実質的には国庫納付の必要がないこ
とになります。

２　個人の農業経営基盤強化準備金は圧縮記帳を行った後に法人化

３　補助事業資産は法人に譲渡するか貸し付ける
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　棚卸資産のように譲渡しなければならない資産と、
土地建物等のように賃貸も可能な資産とがあります。
個人が消費税の課税事業者の場合、法人への資産（土
地を除く。）の譲渡にも消費税がかかります。
　畜産経営などで棚卸資産が多額で法人に譲渡する資
産が多いケースでは、法人が本則課税の課税事業者と
なって消費税の還付を受けた方が一般には有利です。
　この場合、個人が簡易課税となってから譲渡すると
さらに有利になります。なお、現物出資は手続きの点

から現実的ではありません。
　一方、譲渡する資産が少ないケースでは、資産をで
きるだけ賃貸し、資本金を 1千万円未満にして法人が
消費税の免税事業者となるようにする方が一般には有
利です。ただし、個人において、動産の貸付による雑
所得の損失や農地購入資金の支払利息による不動産所
得の損失が生じても、損益通算できませんので注意が
必要です。

家族経営の法人化の悩みはこうやって解決

１　個人の事業資産はこうやって法人に引き継ぐ

区分 解　　　　説

現
金
預
金

原則として個人事業の現金預金は法人に引き継がない。資本金として拠出した資金を法人名義の口座を開設して預
け入れ、必要に応じて現金化する。
ただし、個人から引き継いだ個人名義の借入金やリース料などの決済のため、個人名義の口座を法人で使用すると
きは、法人設立日の前日の残高により引き継ぐ。預金の引継ぎには、所得税、消費税とも課税されない。一方、法
人では同額を個人からの役員長期借入金とするが、この場合には、法人税も課税されない。

棚
卸
資
産

①肥料、飼料、農薬など原材料、②未収穫農産物、販売用動物など仕掛品、③農産物など製品は、法人に有償で譲渡する。
棚卸資産の譲渡による所得は事業所得になるが、帳簿価額で譲渡すれば実質的に課税されない。
ただし、個人（任意組合の構成員の場合を含む。）や人格のない社団が納税義務者の場合、消費税がかかる。

農
機
具
等

譲渡
農業用機械、果樹・家畜などの生物は、一般に法人に時価で譲渡する。総合課税の譲渡所得となるが、補助
金で取得した減価償却資産を除き、一般に帳簿価額を時価として差し支えないので課税されない。
ただし、個人（任意組合の構成員の場合を含む。）や人格のない社団が納税義務者の場合、消費税がかかる。

貸付
法人に貸付けた場合には雑所得になるため、赤字が生じても損益通算できず、また、雑所得は青色申告特別
控除の対象とならない。

建
物
・
構
築
物

譲渡

建物・構築物などの不動産は、賃貸するのが一般的だが、譲渡する場合は時価で譲渡する。土地建物等の譲
渡所得として分離課税になるが、一般に帳簿価額を時価として差し支えないので課税されない。なお、平成
16 年度の税制改正により、平成 16 年以後の土地建物等の長期譲渡所得について 100 万円の特別控除が廃止
された。不動産を譲渡する場合、登録免許税などの登記費用や不動産取得税がかかることに留意する。また、
個人（任意組合の構成員の場合を含む。）や人格のない社団が納税義務者の場合、消費税がかかる。

貸付
個人において不動産の貸付けによる所得は不動産所得となり、青色申告であれば青色申告特別控除（事業的
規模でないので 10 万円）が控除できる。

土
　
　
地

譲渡

土地は賃貸するのが一般的だが、譲渡する場合は時価で譲渡する。土地建物等の譲渡による所得として譲渡
益が分離課税となる。ただし、農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用集積計画などにより農地等を法
人に対して譲渡（現物出資を含む。）した場合には800万円の特別控除がある。平成16年度の税制改正により、
平成 16 年以後の土地建物等の譲渡所得についての損失は、他の所得との損益通算、繰越が認められなくなっ
たので注意が必要である。土地の譲渡について消費税は非課税である。

貸付
個人において不動産の貸付けによる所得は不動産所得になるが、不動産所得に係る損益通算の特例により、
土地等の取得のために要した負債利子による損失は損益通算されない。したがって、不動産所得が赤字にな
る場合は、できるだけ早期に個人名義の農地取得資金を弁済するのが望ましい。


